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車輪フランジ潤滑と踏面増粘着の機能を統合した
車輪摩擦材の開発
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Development of Wheel Frictional Block Integrating the Functions of 
Wheel Flange Lubrication and Tread Adhesion Improvement
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　This paper describes the development of a wheel friction block that integrates the functions of wheel flange 
lubrication and tread adhesion improvement. We devised a configuration in which friction material with adhe-
sion increasing material on the tread and material containing solid lubricant with MoS2 at the flange are applied 
vertically by a tread cleaning device. The developed blocks were tested for an express train in operation and 
traveled about 200,000 km. As a result, the wear rate of the wheel flanges was reduced by an average of about 
40% compared to the one of the wheel flanges of the vehicles without the developed blocks. 
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１．はじめに

　車輪踏面（図 1）には位置により異なる性状が求めら

れる。レール頭頂面と接触し加減速のための接線力を

レールに伝達する踏面部は，粘着を確保し空転・滑走を

防ぐため適度な表面粗さをもち摩擦係数が高いことが必

要である。一方，曲線外軌のレールゲージコーナ部と接

触するフランジ部は，乗り上がり脱線防止，車輪・レー

ル双方の摩耗低減，フランジ音防止等の観点から摩擦係

数が低いことが求められる。

　踏面部の摩擦係数を確保する手法としては，水分や汚

れを除去する踏面清掃子，踏面を研摩して粗さを増加す

る踏面研摩子のほか，鋳鉄制輪子や増粘着ブロック挿入

型の合成制輪子など，車輪踏面に粗さを付与する性質を

持つ踏面摩擦材によって踏面粗さの低下を防いでいる。

　一方，フランジ部の摩擦係数や摩耗を抑制する手法と

しては，主として塗油など液体による外部潤滑が適用さ

れている。潤滑剤には液体の油，グリースのほか，水（散

水）や水系潤滑剤等が用いられている。しかしながら塗

油等を行う場合，潤滑剤の飛散による床下機器や主電動

機フィルタの汚染，踏面部に付着した場合の摩擦係数低

下による空転・滑走などの問題を誘発する場合がある。

　潤滑剤が液状であることに起因するこれらの問題への

対策として，箱形断面のホルダに入れた棒状の固形潤滑

剤をバネ圧によってフランジ部に接触・摺動させる装置

が提供されている。こうした固形潤滑剤は海外では多用

されており，国内でも一部の車種で使用事例がある１）。

　このように車両設置のフランジ部潤滑装置としては，

棒状固形潤滑剤のほか，噴射式レール塗油器，回転式グ

リース塗油器，噴射式フランジグリス塗油器等が実用さ

れている。これらはいずれも，車輪フランジもしくはレー

ルゲージコーナに正対して，車輪／レール横断面上の垂

直軸に対して斜め方向からフランジ部に潤滑剤を作用さ

せている。このため車輪削正によって車輪径が変化した

際にその都度装置の位置を調整する必要があり，保守性

の点で課題がある。

　これを踏まえ本論文では，以下に挙げる全ての課題を

解決することを目標として開発した車輪踏面摩擦材につ

いて述べる。

① 車輪の踏面部とフランジ部で必要な性状が異なる。

② フランジ部に塗布された潤滑油やグリ－スが飛散・

流出して保守・保安上問題となる。

③ 車輪径変化時に位置調整作業が必要となる。

図１　車輪踏面の模式図
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２．新たな車輪摩擦材の構成

　考案した踏面摩擦材は，図 2 に示すように，車輪の踏

面部に研摩材が，フランジ部に固体潤滑材がそれぞれ接

触するよう設置されており，これを車輪に対して垂直方

向（車輪外周面に対する法線方向）に押付けて作用させ

る。これにより以下の利点が得られる。

① フランジ部は固体潤滑材により潤滑される一方，踏

面部に研摩材が作用することで，踏面部とフランジ

部双方に好適な表面性状が付与される。

② 万一潤滑成分が踏面部に付着した場合でも研摩材の

清掃研摩効果により速やかに除去される。

③ 垂直押付式のため，車輪径が変化しても位置調整が

不要である。

　この構成を成立させるための踏面部の摩擦材には踏面

制輪子材，踏面研摩子（清掃子）材ともに適用可能であ

るが，既往の踏面研摩子に替えて踏面清掃装置に取付け

て使用することを意図し，踏面部の摩擦材料として踏面

研摩材を選択した。この摩擦材は踏面増粘着とフランジ

潤滑の機能を統合し，踏面部とフランジ部各々を必要な

性状に調整することから以後，踏面調整子と呼ぶ。また，

当面の想定適用対象は在来線車両とする。

図２　考案した車輪摩擦材の構成

３．固体潤滑材の材質検討

3. 1　摩耗低減性能の評価試験

　踏面調整子の固体潤滑材としての適用を念頭に複数の

固体潤滑材について摩耗低減効果を検証した。評価試験

には鉄道総研所有の高速摩擦試験機（図 3）を用い，車

輪・レール材の類似鋼種である S65C 製のディスクに，

S65C 製の円筒状試験片を押付けて摩擦させることで曲

線通過時の車輪／レール間の接触条件を模擬した。2 か

図３　高速摩擦試験機の外観

所の試験片ホルダに S65C 試験片と固体潤滑材試料を

各々設置して固体潤滑材による車輪摩耗低減効果を検証

した。なお装置構成上，各試料ホルダの垂直接触荷重を

個別に制御することはできない。

3. 2　試作材質

　供試材質のうち本稿では P1 および J01，J02 の計 3 材

質について述べる。P1 はパラフィンを基材とする固形

潤滑剤で，J01・J02 はレジンを基材として二硫化モリブ

デン（MoS2）等を配合し，踏面研摩材と一体成型を念

頭に強度や成形性を考慮した材質で，配合割合が異なる。

　試験片形状は，S65C 製の円筒試験片がφ 10mm（摩

擦部）×l 10mm，潤滑材が 10×10×10mm3 である。円

筒試験片は長手方向をディスク半径方向に設置し，φ 10
の円周側面がディスク面とヘルツ接触する状態とした。

3. 3　試験条件

　試験条件は以下の通りである。

①　摺動速度 ：2 m/s (7.2 km/h)
②　押付力　 ：1000N（左右試験片に対する合計）

③　ヘルツ接触圧：410MPa / 580MPa（片側荷重時）

④　時間・回数 ：10s・50 回

　接触圧は，両方の試料ホルダに円筒試験片を取付けた

場合には 410MPa，円筒試験片と固体潤滑材を使用した場

合は試料の弾性定数差により荷重の大部分が円筒試験片

に負荷されるため，全荷重に対する接触圧である 580 MPa
とみなした。

3. 4　評価結果

　無潤滑時および各固形潤滑材適用時の円筒試験片の比

摩耗量を図 4 に示す。固形潤滑材の適用によりいずれの

試験片も比摩耗量が 1/100 程度となった。無潤滑時と固

体潤滑材適用時の試験後のディスクおよび円筒試験片の

表面状態の例を図 5 に示す。無潤滑時には接触部で焼き

つきが見られたのに対し，固体潤滑材適用時には摩擦面

に平滑な被膜の形成が認められた。これらの結果より，

試作した固体潤滑材は良好な車輪摩耗低減性を有すると

判断した。

図４　車輪を模擬した円筒試験片の比摩耗量
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４．踏面調整子の形状検討

4. 1　輪軸の台車枠に対する左右変位

　輪軸は軸箱支持装置と軸ばねで台車枠に対して支持さ

れ，走行中の荷重変動によって台車枠に対して前後上下

左右の並進方向および XYZ 軸回りの回転方向に変位す

る。車輪踏面に作用する踏面ブレーキや踏面清掃装置は

その作用機構が台車枠に固定されており，台車枠に対し

て車輪が変位しても機能が阻害されない程度の寸法余裕

ないし取付遊間が設けられているものと解釈される。

　踏面調整子のフランジ接触部の形状も同様に，走行中

の輪軸の変位を踏まえて設定する必要がある。しかし輪

軸の台車枠に対する変位は実測結果の報告例が少なく，

さらに軸箱支持剛性等の車両諸元や超過遠心力等の走行

条件によって大きく異なる事が予想された。

　そこで在来線車両で想定される輪軸の台車枠に対する

左右変位を把握するため，曲線通過時の超過遠心力が大

きいと目される振子特急車両で，低速の構内線走行時や

分岐器通過時から高速での曲線通過時まで種々の走行条

件下で輪軸の台車枠に対する左右変位を測定した。現車

測定試験の概要は以下のとおりである。

①　試験車両 ：振子特急車両 A 系式

②　測定部位 ：T1 車 No.7 車輪・T2 車 No.1 車輪

③　測定機材 ：台車枠にレーザ変位計を仮設

④　測定対象 ：台車枠と車輪リム部の距離を測定

⑤　走行線区 ：B 本線　C 駅～ D 駅間（2 級線）

⑥　最高速度 ：130 km/h
　現車測定試験の結果，振幅 2mm 程度以下の高周波の

左右動のほか，分岐器通過や高速での曲線通過に対応し

た著大な左右動が観察された。この試験により，停止時

の位置を基準とした片側の変位量ならびに左右合計の変

位量の最大値を把握した。

4. 2　実車に適用可能な潤滑材部分の形状の検討

　踏面調整子では車輪フランジ側に固体潤滑材が配置さ

れ，既存の踏面研摩子と比較してフランジ側の寸法が大

きいため，走行中左右に変位する車輪のフランジ部との

図５　台上試験での固体潤滑材の効果

位置関係を考慮して形状を決定した。

　実車適用に向けた踏面調整子の形状は，図 2 に示すよ

うに踏面研摩子に対してフランジ側の寸法を拡大し，フ

ランジ側端部から一定の幅に固体潤滑材を配置して車輪

背面から 25 ～ 40mm のフランジ外側面に接触する寸法

とした。摩擦材の厚さは踏面研摩子と同様に40mmとし，

裏金の形状は現用の踏面研摩子と同一として互換性を持

たせた。この形状は，以下の条件を満足する。

① 緩解時，踏面清掃装置が車輪に最も接近した状態で，

車輪が外側に最大限変位し，さらに取付左右遊間が

ゼロの場合でも車輪フランジ部と接触しない。

② 車輪踏面研摩機能を優先し，使用初期には研摩材部

分が先に踏面に接触し，摩耗がある程度進行してか

ら潤滑材部分がフランジに接触する。

③ 取付遊間よりも大きな車輪左右変位に対しては踏面

清掃装置作動中であっても踏面との接触面が浮き上

がって変位を逃す。同様の挙動は既存の踏面研摩子

でも生じうる。

５． 一体成形された試作材の特性確認

5. 1　シャルピー衝撃試験

　旧国鉄 JRS 規格では車両用増粘着研摩子の衝撃強さが

表 1 の通り定められていた。研摩子材と一体成型された

J01 および J02 について，構造上最も脆弱と考えられる

研摩子材と固体潤滑材の接合界面の強度について，衝撃

試験片の一端側が研摩子材，他端側が固体潤滑材となる

ように切出し，界面付近にハンマーが打撃するようシャ

ルピー衝撃試験を行った。試験結果を表 2 に示す。J01
および J02 はいずれも弱点部において規格値を満足した。

表１　車両用増粘着研摩子の衝撃強さ規格値

表２　踏面調整子の衝撃強さ測定値　　　　

5. 2　繰返し接触耐久試験

　踏面調整子は，走行中の輪軸の左右変位に伴い，動作

中に枕木方向の力を受ける可能性がある。衝撃試験によ

り接合界面の強度は踏面研摩子の規格値を満足すること

を確認したが，さらに衝撃負荷が繰返された場合の接合

界面の健全性を検証した。
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　繰返し接触耐久試験には図 6 に示す高速回転疲労試

験装置を用い，φ 500mm の小径車輪に対して踏面清掃

装置によって踏面調整子試作材を接触させた。なおこの

試作材には 4 章で述べた形状は反映されていない。試

験は走行中の輪軸の左右変位を考慮して表 3 に示す条

件で実施した。試験は図 6 に示すように可能な限り潤滑

材部分とフランジ部のみを接触させることで研摩材と潤

滑材の界面に剪断方向の力を作用させるような位置関係

で行った。途中，摩耗によって踏面側（研摩材側）への

接触が生じた際には踏面清掃装置の角度を微調整し再度

初期状態に近づけて試験を継続した。繰返し数は，車輪

変位測定時の走行距離あたりの踏面清掃装置動作回数

0.47 回 /km に基づき，日車キロ 1000km・交換周期 180
日から得られる動作回数が約 84,000 回であることから，

90,000 回を目標として実施した。

　本試験では実車の踏面清掃装置空気配管に設置される

空気絞りを設けず，動作空気タンクから電磁弁を介して

踏面清掃装置のシリンダに直接空気圧が供給される構成

とした。これにより，試作材が停止した車輪に接触する

と反響音が生じる程度の衝撃状態とし，実車を上回る衝

撃を伴う接触荷重を負荷した。

　試験前後の試作材の外観状態と試験後の浸透探傷結果

図７　繰返し接触耐久試験後の試験片の浸透探傷

図６　繰返し接触耐久試験の装置構成と接触位置

表３　繰返し接触耐久試験の試験条件

を図 7 に示す。試験終了後の試験片には，潤滑材部分は

もとより接合界面にも傷や欠損は見られなかった。この

結果において，踏面調整子に対して実車での想定を上回

る衝撃を伴う摩擦負荷を作用させた場合でも固体潤滑材

および接合界面に損傷等は見られないことから，実車適

用に強度上の問題はないと判断した。

６．現車での耐久性能確認試験

6. 1　耐久性能確認試験概要

　定置試験での摩耗低減性能と強度を確認し現車搭載用

の形状を決定した踏面調整子（衝撃強度の観点から材質

は J01）について，実車に搭載した際の車両部材としての

耐久性能を確認するため，現車搭載試験を行った（図 8）。
搭載部位は踏面清掃装置のある T 車の 1 台車 4 部位とし，

編成内の他の T 台車は既往の踏面研摩子を使用した。

　実施した現車搭載試験の概要は以下の通りである。

①　試験車両　振子特急車両 A 系 B 編成 6 号車　T 車

②　試験部位　6 号車　第 2 台車　車輪 No. 5～No. 8　
③　走行距離　189,881.4 km（出場～第 2 回交番検査）

図８　踏面調整子と実車取付状態

6. 2　耐久性能確認試験結果

　踏面調整子（取付部位 5 ～ 8 位）と同一車両の踏面

研摩子（取付部位 1 ～ 4 位）の走行距離に対する質量

の推移を図 9 に示す。比較部位の踏面研摩子については 
継続使用品のため開始時点の質量は新品質量を示すもの

ではない。試験期間中，踏面調整子供試品に割れ・欠け

等の損傷や異常摩耗，かじり等は発生しなかった。踏面

調整子の摩耗量は現用研摩子と同等であった。交換周期

については既往踏面研摩子と同様の基準での取替判断に

図９　踏面調整子実車搭載時の質量変化と外観
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よって，現用の踏面研磨子と同様に交番検査 2 回帰まで

使用可能であった。以上より踏面調整子は踏面研摩子の

互換品として実車適用可能と判断した。

７．現車での車輪摩耗低減効果検証試験

7. 1　効果検証試験の概要

　上述の耐久性能確認試験により踏面調整子は踏面研

摩子の互換品として実車適用可能であることが確認され

た。次に実車における車輪フランジの摩耗低減性能を検

証するため，編成内の複数部位に踏面調整子を搭載して

長期使用し，車輪の摩耗傾向を調査し同時期に同一線区

を走行する同型式車両の摩耗傾向と比較した。

　搭載数は踏面清掃装置を有する編成内 T 車 3 両中 2
両の両台車計 16 部位とし，それ以外の T 台車では既往

の踏面研摩子を使用した。同時期に同一線区を走行した

同型式車両の車輪と比較して車輪摩耗低減効果を評価し

た。実施した効果検証試験の概要は以下の通りである。

①　試験車両　振子特急車両 A 系 B 編成 T 車 2 両

②　試験期間　171 日間（出場～第 2 回交番検査）

③　走行距離　約 194,000 km
④　比較編成　A 系 G 編成（B 編成と共通運用・A 編

成　の 29 日後に出場）

　試験車両と比較編成の比較車両，同一編成内の参照車

両の位置関係を図 10 に示す。

図 10　試験車両と比較車両・参照車両の位置

7. 2　効果検証試験の結果

　車輪踏面形状の変化について，車輪フランジ部の摩

耗量を算出してフランジ摩耗低減効果を評価した。算出

に際し踏面形状測定値に対し以下のように補正計算を

行った。

　通常，フランジ摩耗の評価にはフランジ幅の変化量（減

少量）が用いられる。車輪のフランジ幅は，踏面基準位

置（車輪背面から 65mm 位置）の車輪踏面から垂直方

向に一定距離（JR 在来線では 10mm）外方の水平線が

フランジと交わる部分の寸法として定義される。このた

め，踏面の摩耗（凹摩耗）によって基準位置が下方に

移動した場合，フランジ寸法が増大する。車両走行に伴

うフランジ寸法の変化量（減少量）は，踏面の摩耗によ

る見かけ上のフランジ寸法の増大が減算された値である

ため，踏面の摩耗がゼロである場合を除き実際のフラン

ジの摩耗量よりも小さな値となる。これを補正しフラン

ジの物理的な摩耗量を算出した。さらに，車輪径によっ

て走行距離あたりのレールとの接触回数が異なることか

ら，上記のフランジ摩耗量を，当該車輪の回転回数の設

計車輪径の車輪の回転回数に対する比率（車輪径比率の

逆数）で除し，車輪径差の摩耗量への影響を補正した。

　試験車両，参照車両および比較車両の車輪各部位のフ

ランジ摩耗量（補正値）の推移を図 11 に示す。フラン

ジ摩耗量を走行距離で除したフランジ摩耗率の推移を図

12 に示す。走行距離の増加にともないフランジ摩耗量

が増加する。一方フランジ摩耗率は当初ばらつきが大き

いが走行距離の増加にともないばらつきが減少した。こ

れはフランジ寸法の推移として一般的な挙動である。

　試験車両，比較車両および参照車両のフランジ摩耗

率を比較すると，試験車両のフランジ摩耗率は走行距離

が近い比較車両のフランジ摩耗率と比較して平均で約

40% 低かった。また試験車両のフランジ摩耗率は参照

車両と比較して平均で約 30% 低かった。試験終了時点

での試験車両と比較車両のフランジ摩耗率を図 13 に示

す。誤差棒は最大・最小を示す。

　試験車両と参照車両の試験後の車輪フランジ部につい

て，可搬型蛍光 X 線分析装置により表面元素分析を行っ

た結果を表 4 に示す。試験部位の車輪フランジの表面か

らは Mo が検出された。測定により得られた特性 X 線

エネルギー分散スペクトルを図 14 に示す。検出元素の

大部分は Fe だが，試験部位では微弱ながら Mo のピー

クが認められた。試験部位から検出された Mo は踏面調

整子に含まれる MoS2 に由来すると考えられる。このこ

とから踏面調整子の潤滑成分が車輪フランジに付着し摩

耗低減に寄与したものと推定した。

図 11　削正後走行距離に対する各車両の車輪フランジ

摩耗量（補正値）
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図 12　削正後走行距離に対する各車両の車輪フランジ

摩耗率

表４　試験部位車輪および参照部位車輪表面の蛍光 X
線分析装置による元素分析結果

８．まとめ

　車輪フランジ潤滑および踏面増粘着の機能を統合し，

車輪踏面部の増粘着効果を維持しつつフランジ部の摩耗

低減が可能な車輪摩擦材（踏面調整子）を開発した。開

発品の概要と評価結果は以下の通りである。

① 開発材は，車輪踏面部に踏面研摩材，フランジ部に

固体潤滑材が接触するよう構成され，踏面研摩子と

互換性を有し，既存の踏面清掃装置に無改造で取付

け可能である。

② 振子特急車両の走行中の輪軸の台車枠に対する左右

変位を測定し，踏面調整子に求められる機能を満足

する形状設計を行った。

③ 開発材のシャルピー衝撃強度は，踏面研摩材／固体

潤滑材の境界部分を含め，旧 JRS 規格で踏面研摩

子に規定された値を満足した。

④ 開発材は，回転する車輪に対して実機を上回る条件

での約 105 回の繰返し衝撃接触試験において，割れ・

欠け等の損傷やき裂が生じなかった。

⑤ 開発材を，踏面研摩子に替えて振子特急車両の 1 台

車に搭載し，長期耐久試験を行った。その結果，開

発品に割れ・欠け等の損傷や異常摩耗やかじり等が

発生しないこと，摩耗量は踏面研摩子と同等である

こと，踏面研摩子と同様の交換基準を適用して踏面

研摩子と同等の走行距離まで使用可能であることを

確認した。

⑥ 踏面研摩子に替えて開発材を振子特急車両の 2 両

16 部位に長期搭載し，車輪フランジ部の摩耗低減

効果を確認した。その結果，同時期に同一線区を走

行した同型式車両と比較して車輪フランジの摩耗率

が平均で約 40% 低減していた。また，試験車輪に

フラット等は発生しなかった。試験車輪のフランジ

表面から固体潤滑材の成分が検出されたことから，

潤滑成分が車輪フランジに付着し摩耗低減に寄与し

たものと推定される。
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